第９章　建設及び住宅
住宅事情
　昭和55年国勢調査によると、住宅に住む普通世帯は、259万7249世帯となり、内訳は、持ち家に住む世帯が123万4481世帯、民営借家が88万7016世帯、公営借家が33万592世帯、給与住宅が13万4364世帯、間借りが１万796世帯の順となり持ち家に住む世帯が借家に住む世帯を（1万6873世帯）上回っている。
　これを、50年と比較すると、持ち家が22万8822世帯（22.8パーセント増）、公営借家が１万3917世帯（4.4パーセント増）と上昇しているのに対し、民営借家が９万1149世帯（9.3パーセント減）、給与住宅が8237世帯（5.8パーセント減）、間借りが3118世帯（22.4パーセント減）と低下している。
　次に、住宅の規模をみると、１世帯当たりの居住室数は4.00室となり、畳数は22.5畳と初めて20畳を越えている。また、１人当たり畳数も50年の6.2畳から7.1畳と増加した。
　また、所有関係別に畳数をみると、持ち家が8.5畳、給与住宅が6.0畳、民営惜家が5.5畳、公営借家が5.1畳、間借りが4.9畳となっており50年に比べいずれも増加している。
着工建築物
　昭和57年中に着工された府下の全建築物は、棟数で４万4095棟、面積で1031万7071平方メートル、工事予定額は１兆3434億円であり、前年に比べて、棟数で1268棟（2.8パーセント減）、面積で106万6105平方メートル（9.4パーセント減）、金額で878億円（6.1パーセント減）といずれも減少している。
　次に、棟数について過去５年間の年次別推移をみると53年から54年は0.6 パーセント減と僅かな減少であるが、54年から55年（18.6パーセント減）、55年から56年（15.2パーセント減）と２年続けて15パーセントを超える大幅な減少をみたが、56年から57年は、2.8パーセントの微減にとどまっている。
　着工建築物を建築主別の割合でみると、民間部門が95.7パーセント、面積で86.5パーセント、金額で83.8パーセントとその大半を占めており、中でも個人建築物は、２万9867棟で棟数全体の67.7パーセントを占め、年々その割合を高めている。
　一方、公共部門では、市町村によるものが1168棟、府によるものが447棟、国によるものが270棟で、前年に比べ、国が60.5パーセント減と大幅な減少をみせたほか、府が28.5パーセント減、市町村が14.7パーセント減といずれも減少している。
　また、１棟当たりの面積では国によるものが1101.6平方メートル、府によるものが593.9平方メートル、市町村によるものが714.5平方メートル、会社、会社でない団体によるものが382.0平方メートル、個人によるものが140.8平方メートルとなっている。
　構造別でみると、木造が棟数２万7865棟で全体の63.2パーセント、面積271万6724平方メートルで同26.3パーセントを占め、鉄骨造が１万2742棟で同28.9パーセント、面積348万2552平方メートルで同33.8パーセント、鉄筋コンクリート造が2932棟で同6.6パーセント、面積242万4458平方メートルで同23.5パーセントとなっている。
　棟数を前年と比較すると、木造が5.0パーセント、鉄筋コンクリートが15.8パーセントと減少したのに対し、鉄骨造が6.9パーセントの増加となっている。
　また、１平方メートル当たりの工事予定額をみると、鉄筋コンクリート造が14万3546円、木造が11万9645円、鉄骨造が11万4663円となっており、前年に比べ鉄筋コンクリート造が2.6パーセント増、木造が4.4パーセント増、鉄骨造が3.6パーセント増と工事予定額がいずれも上昇している。
　次に、用途別でみると、居住用（産業併用を含む）は、３万6487棟で前年に比べ1276棟（3.4パーセント減）減少し、面積も83万8895平方メートル（11.9パーセント減）の減少となっている。
　一方、産業用は7607棟で前年に比べ７棟（0.1パーセント増）と僅かに増加したものの、面積では22万7210平方メートルの減少となっている。
　内訳では棟数で鉄工業用、公益事業用、サービス業用、面積で農林水産業用が前年に比べそれぞれ増加している。
住宅着工状況
　昭和57年中に着工した新設住宅数は６万9216戸で前年に比べ12.5パーセント減少となっている。
　これを利用関係別にみると、持ち家が２万1902 戸、貸家が２万629戸、給与住宅が976戸、分譲住宅が２万5709戸で前年に比べ、持家が5.7パーセント増、貸家が7.5パーセント増、給与住宅が2.0パーセント増とそれぞれ増加しているのに対し、分譲住宅が32.8パーセントと大きく減少した。
　また、１戸当たりの延べ面積をみると、持ち家が118.7平方メートルで最も広く、次いで給与住宅の99.0平方メートル、分譲住宅の78.5平方メートル、貸家の53.8平方メートルと続いている。
　資金別では、民間資金による住宅が４万4865戸で最も多く、着工総数の64.8パーセントを占めているが前年に比べ11.3パーセントの減少となっている。次いで住宅金融公庫融資住宅の１万9140戸（27.7パーセント）となっており、前年に比べ0.5パーセントの増加となっている。
公共賃貸住宅
　昭和57年度中の公共賃貸住宅の建設戸数は5224戸で、前年に比べ1.5パーセント減少している。
　この内訳は、府営住宅が1540戸、市町村営住宅が2846戸、公団賃貸住宅が838戸となっている。
　また、それぞれの57年度末現在の住宅管理戸数は、府営住宅が12万3284戸、市町村営住宅が９万8373戸、大阪府住宅供給公社が２万3162戸、大阪市住宅供給公社が2096戸、公団営が10万3886戸となっている。
